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令和２年司法試験 民法 

                                  

第１ 設問１ 

１ 民法４１５条１項に基づく請求 

（１）債務不履行責任に基づく損害賠償請求権 

ア．A は、令和２年５月２０日、B に対して、甲土地および乙建物を売った（５５５条）。

ここで、B は、A に対して、甲土地および乙建物を売るという債務を負っているにとどま

るとも思える。もっとも、当事者間で目的物の価値に着目して売買契約が締結されること

もある。そこで、当事者間で目的物の性能に着目したといえる場合には、ただ目的物を引

き渡すことでは足りず、当該性質を備えた目的物を引き渡すことが債務の内容となる。 

  AB 間で、単に乙建物を引き渡すことが合意されたわけではなく、乙建物が特に優れた

物件であることが合意された。よって、当事者間で目的物の性能に着目したといえるため、

当該性質を備えた目的物を引き渡すことが債務の内容となる。 

イ．B が、A に引き渡した乙建物は、合意された防音性能を備えていなかった。よって、

当該性質を備えた目的物を引き渡すことをしておらず、「債務の本旨に従った履行をしな

い」といえる。 

ウ．B は、近隣住民から苦情を申し立てられ、チェロの練習ができなくなった。そのため、

乙建物でチェロの練習ができると期待していた B は、精神的「損害」を被っている。 

エ．乙建物が防音性能を備えていないことから、チェロの練習ができなくなった。そのた

め、A の「債務の本旨に従った履行をしない」ことと、B が被った精神的「損害」との間

には因果関係が認められる。 

オ．以上より、B は、A に対して、債務不履行責任に基づく損害賠償請求権を有する。 

（２）A は、B に対する売買契約に基づく代金支払請求権を C に売った。「譲渡人」A は、

「債務者」B に「通知」をしており、債務者対抗要件を具備している（４６７条１項）。他

方、B の A に対する債務不履行責任に基づく損害賠償請求権が生じたのは、債務者対抗要

件具備後の令和２年７月２５日以降である。そのため、「債務者が対抗要件具備時より後に

取得した譲渡人に対する債権」（４６９条２項柱書き本文）といえる。そして、精神的損害

が生じたのは、B が A に対して、防音性能を備えていない乙建物を引き渡したことに起因

する。よって、当該損害賠償請求権は、「対抗要件具備時より前の原因に基づいて生じた債

権」といえる（同項１号）。 

（３）したがって、B は、C に対し、相殺の意思表示（５０６条１項）を行うことで、「相

殺」をもって「譲受人」C に「対抗することができる」（４６９条１項）。以上より、C への

支払額を少なくしたいとの主張は認められる。 

２ 契約不適合責任に基づく請求（５６２条１項本文、５６３条１項） 

（１）「契約の内容に適合しない」（５６２条１項本文）とは、予定された性質を欠いている

ことを指す。 
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 AB 間で、目的物たる乙建物は、特に優れた防音性能を備えた物件であることが合意の内

容とされていた。そのため、AB 両当事者は、乙建物が、当該性質を備えていることについ

て認識したといえる。よって、乙建物が特に優れた防音性能を備えていないことは、予定さ

れた性質を欠いているといえ、「契約の内容に適合しない」といえる。 

（２）５６２条１項本文の要件を満たし、「前条１項本文に規定する場合」（５６３条１項）

といえる。そのため、B は、A に対して、代金減額請求権を有している。 

（３）前述の通り、債権譲渡が行われ、C は債務者対抗要件を備えている（４６７条１項）。 

そして、引き渡し時点で「契約の内容に適合しない」と言えるため、「対抗要件具備時まで

に譲渡人に対して生じた事由」（４６８条１項）といえる。したがって、上記請求権をもっ

て、「譲受人」に「対抗」することができ、C への支払額を少なくしたいとの主張が認めら

れる。 

第２ 設問２ 

（再現不可） 

第３ 設問３ 

１ B は、G に対し、BE間の売買契約（５５５条）に基づく履行請求権としての所有権移

転登記請求権を行使して、所有権移転登記手続きを行うよう請求する。この請求権が認めら

れるためには、BE間で売買契約が成立したことが必要となる。 

２ BE 間の契約には、F が E の代理人として介在している。代理人が行った法律行為の効

果は本人に帰属することから、代理人が法律行為を行ったことは、本人にその効果を帰属さ

せるための要件となる。そこで、①FB 間で法律行為が行われたこと、②F の顕名、③①に

先立つ代理権の授与があれば、F がした法律行為は本人 E に帰属する（９９条参照）。 

B は、令和６年７月１０日、F に丁土地を売っており（５５５条）、FB 間で法律行為が行

われたといえる（①）。また、契約の際、F は E の代理人であることを示している（②）。も

っとも、丁土地に関して E から F に代理権が授与されたことはないため、E から F への①

に先立つ代理権授与はなかった（③）。よって、本人に効果帰属させるための要件を欠き、

F の行為は無権代理となり、「本人」E の「追認」がない限り、効力は生じない（１１３条

１項）。 

３ しかし、EF は夫婦である。そこで、当該契約は「日常の家事」（７６１条１項本文）に

該当しないか。該当する場合、E からの代理権授与がなくても、F の行った行為は Eに帰属

するため、その意義が問題となる。 

（１）「日常の家事」とは、個々の夫婦が日常生活を行う上で通常必要な費用を指す。該当

するかは、客観的に判断する。 

（２）BE間の売買契約の目的物は土地である。一般人であれば、通常、土地の取引を行う

ことは人生でも限られ、頻繁に行われる取引ではない。よって、個々の夫婦が日常生活を行

う上で通常必要な費用とはいえず、「日常の家事」には該当しない。 

４ もっとも、７６１条を基本代理権として表見代理（１１０条）が成立しないか。表見代
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理が成立する場合、F の行った行為は、本人 E に帰属するため、BE間で売買契約が成立し

たといえる。 

（１）７６１条を基本代理権とすると、７６２条１項の趣旨を害する。そのため、表見代理

は成立しえない。しかし、夫婦の行為であることを信じた第三者の取引の安全を図る必要も

ある。そこで、１１０条の趣旨を類推して、夫婦の一方がした行為が他方の夫婦にその効果

が帰属すると信じたことにつき正当な理由がある場合には、他方の夫婦にその効果が帰属

する。 

（２）たしかに、B は、E に確認することを怠っている。しかし、F は、B の委任状や印鑑

登録証明書を B に示しており、不審事由は認められない。また、E が入院中であったことか

ら、夫婦である F が代わりに契約を締結することも十分考えられる。よって、B には、夫婦

の一方がした行為が他方の夫婦にその効果が帰属すると信じたことにつき正当な理由があ

るといえる。したがって、他方の夫婦にその効果が帰属し、BE 間で売買契約が成立したと

いえる。 

５ その後、E は死亡し、F、G が Eの相続人となる（８８２条、８８７条、８８９条１項

２号、８９０条）が、F は相続放棄（９１５条１項）を行っている。そのため、E の相続人

は、G となる。したがって、B は、G に対し、BE 間の売買契約（５５５条）に基づく履行

請求権としての所有権移転登記請求権を行使して、所有権移転登記手続きを行うよう請求

することができる。 

                                      以上 
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令和 2年度司法試験 民事系第 1問 再現答案 

 

第１、設問１ 

１、Ｂの主張① 

（１）ＢはＣに対して、代金減額請求（民法（以下略）563 条 1 項）をすることが考えられ 

る。 

（２）契約①において、ＡＢ間では、乙建物が特に優れた防音性能を備えた物件であること 

が合意の内容とされている。しかし、実際には、乙建物は合意された防音性能を有していな 

い。そのため、「引き渡された目的物」の「品質」が「契約の内容に適合しないものである 

とき」にあたる（562 条 1 項）。 

買主であるＢは、Ａに対し、乙建物について費用を負担するか、工事を自ら手配するか選

択して履行するように求めている。しかし、Ａからの応答はなかった。そのため、「相当の

期間を定めて履行の追完を催告」したが、「期間内に履行の追完がないとき」といえる。 

よって、ＢはＡに対して、不適合の適度に応じて代金の減額を請求できる。 

（３）しかし、ＡのＢに対する残代金債権は、令和 2 年 7 月 25 日にＣへ売却され、譲渡さ 

れている（466 条 1 項）。さらに、同月 30 日、Ｂに到達することで対抗要件も具備している 

（467 条 1 項、2 項）。この時点でＢはＡに上記代金減額請求をしていない。そのため、「対 

抗要件具備時までに譲渡人に対して生じた事由」とはいえず、「譲受人」のＣに対抗できな 

のではないか（468 条 1 項）。 

対抗要件具備時より前に債権者に対抗できた事由があれば、その限りで債務者は債務を 

負担する必要がなかったといえる。468 条はそのことの主張を許すことで当事者間の公平を

図るものである。このことから、「対抗要件具備時までに譲渡人に対して生じた事由」とい

うためには実際に主張していることを要さず、当該事由を主張することが可能であれば足

りる。 

本件でＢは代金減額請求権をＣが対抗要件具備するまでに主張していない。しかし、Ｃが 

対抗要件を具備するまでにＡに対して主張することはできた。そのため、ＢのＡに対する代

金減額請求権は「対抗要件具備時までに譲渡人に対して生じた事由」にあたる。 

よって、ＢはＣに対して上記代金減額請求権をもって対抗できる。 

（４）したがって、Ｂは上記主張により、Ｃへの支払額を少なくできる。 

２、Ｂの主張② 

（１）Ｂは、Ａに対する債務不履行に基づく損害賠償請求権（415 条 1 項、564 条）と残代

金債権を相殺（505 条 1 項）することを主張することが考えられる。 

（２）乙建物はＡＢ間で合意した特に優れた防音性能を備えていない。それをＡはＢに引き

渡しているため、「債務の本旨に従った履行をしないとき」にあたる。そして、Ｂは工事費

用を負担するという「損害」を受ける。債務不履行とＢの損害には因果関係がある。また、

その債務不履行はＡの「責めに帰することができない事由」によるものでない。 
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 よって、ＢはＡに対して損害賠償請求をすることができる。 

（３）では、Ａに対する上記損害賠償請求権をもってＣに対して残代金債権との相殺を主張

することができるか。 

Ｂは損害賠償請求をＣの対抗要件具備時より前にしていないので、原則として相殺する

ことはできない（469 条 1 項）。しかし、Ｃが取得した残代金債権は契約①に基づくもので

ある。そして、Ａに対する損害賠償請求権も契約①について生じるものである。そのため、

ＢのＡに対する上記損害賠償請求権は「譲受人の取得した債権の発生原因である契約に基

づいて生じた債権」（469 条 1 項２号）である。 

よって、ＢはＣに対して相殺を主張することができる。 

（４）したがって、Ｂは相殺により、対等額においてＣへの支払額を少なくすることができ

る。 

第２、設問２ 

１、小問（１）について 

（１）a 部分について、Ｂの下線部㋐の主張は正当であると考えられる。 

甲土地は袋地である。Ｂは甲土地の所有者である。そのため「他の土地に囲まれて公道に通

じない土地の所有者」である。そして、a 部分は丙土地の端であり、徒歩で通行する程度の

幅であるから「必要」であり、かつ「損害が最も少ないもの」であるといえる（210 条 1 項、

211 条 1 項）。 

 よって、a 部分については通行地役権の設定にかかわらず通行することができる。そのた

め、Ｂの主張は正当である。 

（２）c 部分についてはどうか。自家用車で通行する幅であることは「必要」であり、かつ

「損害が最も少ないもの」であるといえるか。 

 211 条 1 項は公道に至るための通路を確保し、袋地所有者の利益を保護する一方で、必要

かつ最小であることを要求し、通行される土地の所有者の利益との調整を図るものである。

そのため 211 条 1 項の「必要」かつ「損害が最も少ないもの」とは袋地の所有者が日常生

活をするうえで必要であり、そのために損害は最も少ないものであることをいうものと考

える。 

 自家用車で公道に出ることは日常生活をするうえで必要であるといえる。また、ｃ部分は

丙土地の端にあり、自家用車で公道に出るのに損害が最も少ないものであるといえる。 

 よって、Ｂは通行地役権の設定にかかわらず、ｃ部分を通行することができる。そのため、

Ｂの主張は正当である。 

２、小問（２）について 

（１）Ｂは地役権設定契約の性質を片務・無償の契約であると考えている。地役権設定契約

は地役権設定者が地役権者に対して土地の利用を容認する不作為債務を負うだけで、地役

権者は地役権設定者に対して何らの債務を負わないと考えることになる。 

 Ｂは解除の制度趣旨を債務不履行をしたものに対する制裁であると考えている。 
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（２）Ｄは地役権設定契約の性質を双務・有償の契約であると考えている。地役権設定者は

土地の利用を容認する債務を負う。その対価として、地役権者は金銭を支払う債務を負う。 

解除制度の趣旨は、当事者を契約の拘束力から解放することにあると考えている。 

（３）Ｂは通行の対価を支払うという債務を負っているにもかかわらず、令和 4 年以降、Ｄ

に対して支払っていない。そのため「当事者の一方がその債務を履行しない場合」にあたる。

Ｄは支払いの「催告」とともに解除の意思表示をしているが、Ｂは支払っていない。 

 よって、Ｄは解除することができる。 

第３、設問３ 

１、ＢのＧに対する請求 

（１）ＢはＧに対して、契約③に基づく履行請求として所有権移転登記手続請求をすること

が考えられる。 

（２）これに対しＧは、契約③はＦがＥに無断で締結したものであり、無権代理である。そ

のため、本人であるＥに効果帰属しない（113 条 1 項本文）と反論する。もっとも、ＦはＥ

の配偶者であり「夫婦」である。そのため、契約③は「日常の家事」（761 条）にあたり、

ＦはＥの代理権を有していたといえないか。 

（３）まず。761 条は「連帯してその責任を負う」と定めているため、連帯債務の規定であ

って夫婦間の法定代理権を定めたものではないとも思える。しかし、761 条は夫婦が円滑に

共同生活を送るために相互の代理権を認めたものと考えるべきである。 

 よって、761 条は夫婦間の法定代理権を定めた規定である。 

（４）では、契約③は「日常の家事」にあたるか。 

 761 条は上記のとおり、夫婦が円滑に共同生活を送るために相互に代理権を認めた規定で

ある。そのため「日常の家事」にあたるかどうかは、夫婦の職業、財産の状態など個々の夫

婦の事情を総合考慮して判断するべきである。もっとも、夫婦の内部的事情だけで「日常の

家事」にあたるかどうかを判断し代理権の有無を決すると、第三者の取引の安全を害する。

そのため、夫婦の内部的な事情だけでなく、契約の性質、目的物の価額など客観的な事情も

考慮すべきであると考える。 

 ＥＦ夫婦は不動産業を営むわけではなく、日常的に継続して不動産売買をしているとは

考えられない。また、契約③の目的物である丁土地は 2000 万円という価値があり、一般的

な夫婦が日常的に取引するような価額であるとはいえない。 

 よって、契約③は「日常の家事」にはあたらず、Ｆの行為は無権代理である。 

（５）では、権限外の行為をしたとして、表見代理（110 条）は成立するか。 

 表見代理により取引の安全を図る必要がある。他方、「日常の家事」について表見代理の

適用を広く認めると、夫婦の別産制（762 条 1 項）を害する。そのため、夫婦の一方と取引

をした者が、当該行為が「日常の家事」に含まれると信じるについき「正当な理由」がある

場合に限り 110 条趣旨を類推し、表見代理の成立が認められると考える。 

 本件でＢはＦがＥの委任状を示すなどしたことで、「日常の家事」に含まれると信じてお
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り、「日常の家事」に含まれないことについて善意無過失である。 

 よって、110 条の趣旨が類推適用される。 

２、Ｇが相続すること 

 上記のことにより、ＥはＢに対して履行債務を負う。そして、Ｅは死亡しており、Ｆは相

続放棄をしている（915 条 1 項）。そのため、Ｇが相続人として、Ｂに対して履行する債務

を負う（889 条 1 項 2 号）。 

 よって、ＢのＧに対する請求は認められる。 

以上 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


